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 本事業は、公共工事の品質確保の促進に関
する法律第18条に規定する「技術提案の審査
及び価格等の交渉による方式」（以下「技術提
案・交渉方式」という。）の設計交渉・施工タ
イプの対象事業であり、競争参加資格確認申
請を行った者のうち、競争参加資格が確認さ
れた者に対して技術提案書及び提案事業費内
訳書（以下「技術提案書等」という）の提出
要請を行い、技術審査及び価格審査の合計で
ある総合評価点が最も高い者を優先交渉権者
として選定する。大学は優先交渉権者として
選定された者と基本協定を締結の上、設計業
務委託契約、モジュール設計施工一括契約及
びＧＭＰ機器調達設置業務請負契約を締結し
た後、基本協定に基づき価格等の交渉を実施
し、交渉が成立した場合には工事請負契約を
締結する。また、モジュール設計施工一括契
約及びＧＭＰ機器調達設置業務請負契約に関
しては、提案時の金額にて契約した後、価格
等の交渉が成立した段階で契約額の確定（必
要に応じ変更契約）を行う。なお、優先交渉
権者と価格等の交渉が成立しなかった場合
は、次順位の者と同様の手続きを行い、以降
交渉が成立するまで次順位以降の者と同様の
手続きを行う。

２ 参加資格、選定基準及び評価基準
 技術提案書の提出者に要求される資格
１）技術提案書の提出者の構成 次に掲げる
条件を全て満たしている単体企業又は、設
計業務にあたる者（以下「設計企業」とい
う。）、モジュールの設計施工及び工事監理
業務にあたる者（以下「モジュール設計施
工企業」）、施工及び工事監理業務にあたる
者（以下「施工企業」という。）、ＧＭＰ機
器調達設置業務にあたる者（以下「ＧＭＰ
機器調達設置企業」という。）を兼ねた設計
企業、施工企業及びモジュール設計施工企
業、ＧＭＰ機器調達設置企業の３者以上で
構成される共同企業（以下「コンソーシア
ム」という。）であること。
２）技術提案書の提出者の全構成員に共通す
る参加資格
 広島大学工事請負契約細則１10第８
項の規定に該当しない者であること。な
お、被保佐人、被補助人、及び未成年者
で必要な同意を得ている場合は、この限
りではない。

 会社更生法（平成14年法律第154号）
に基づき更生手続開始の申立てをした者
又は民事再生法（平成11年法律第225号）
に基づき再生手続開始の申立てをした者
にあっては、手続開始の決定を受けた後
に審査を受けた一般競争参加者の資格を
有する者であること。
 参加表明書及び資料の提出期限の日か
ら優先交渉権者選定の時までの期間に、
文部科学省から「建設工事の請負契約に
係る指名停止等の措置要領」（平成18年１
月20日付け 17文科施第345号 文教施
設企画部長通知）及び「設計・コンサル
ティング業務の請負契約に係る指名停止
等の取扱い」（平成18年１月20日付け 17
文科施第346号 文教施設企画部長通知）
に基づく指名停止を受けていないこと。
 コンソーシアムの構成員のいずれか
が、他の単体企業又はコンソーシアムの
構成員として参加していないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経
営を支配する建設業者又はこれに準ずる
者として、文部科学省発注工事等からの
排除要請があり、当該状態が継続してい
る者でないこと。
 経営状況が健全であること。
 不正又は不誠実な行為がないこと。
３）設計企業の資格 ２以上の設計企業が参
画する場合は、いずれかが下記の要件を満
たし、設計企業全体で下記の全ての要件を
満たすこと。
 文部科学省における「一般競争参加者
の資格」（平成13年１月６日 文部科学大
臣決定）第３章第32条で定める競争参加
資格について、令和５・６年度設計コン
サルティング業務のうち「建築関係設
計・施工管理業務」の認定を受けている
者であること（会社更生法に基づき更生
手続開始の申立てがなされている者又は
民事再生法に基づき再生手続き開始の申
立てがなされている者については、手続
開始の決定後に一般競争参加資格の再認
定を受けていること。）
 建築士法（昭和25年法律第202号)第23
条の規定に基づく一級建築士事務所の登
録を行っていること。

 平成20年度以降に完成引渡しが完了し
た新築工事（官工事・民間工事を問わな
い）の実施設計業務で、次の実績を有す
ること。
 建物用途 ＧＭＰ準拠施設（ＧＭＰ
準拠施設の場合はＧＭＰ準拠施設への
改修工事でも可）又は研究施設、病院
（診療所除く）
 構造種別 鉄骨造、鉄筋コンクリー
ト造、又は鉄骨鉄筋コンクリート造
 階数 ２階（層）建て以上（地下階
の有無は問わない）
 施工面積 延べ面積1000以上

６）ＧＭＰ機器調達設置企業の資格 ＧＭＰ
機器調達設置企業単独で下記の全ての要件
を満たすこと。
 平成20年度以降に完成引渡しが完了し
た実験・製薬等のスペースにかかる新設
工事（官工事・民間工事、建物の新築・
改修を問わない）における機器調達設置
業務で、次の施設における納入実績を有
すること。
 建物用途 ＧＭＰ準拠施設

７）配置予定技術者の資格 配置予定技術者
は、それぞれ次の要件を満たすこと。なお、
特記なき限り、複数業務の兼任は認めない。
 提案参加企業において、総括責任者（設
計業務、モジュール設計施工業務、施工
業務、ＧＭＰ機器調達設置業務、什器備
品調達設置業務を統括する責任者）を配
置できること。なお、総括責任者は設計
業務の管理技術者又は施工業務の現場代
理人を兼ねることができる。
 次に掲げる条件を全て満たす設計業務
の管理技術者及び主任技術者（意匠・構
造・電気設備・機械設備）を配置できる
こと。
 管理技術者及び主任技術者において
は、一級建築士の資格を有する者であ
ること（電気設備・機械設備の主任技
術者については建築設備士も可とす
る）。
 設計企業に所属する者であること
（構造・電気設備・機械設備の主任技
術者についてはこれに限らない）。

４）モジュール設計施工企業の資格 ２以上
のモジュール設計施工企業が参画する場合
は、いずれかが下記の要件を満たし、モ
ジュール設計施工企業全体で下記の全ての
要件を満たすこと。
 平成20年度以降に完成引渡しが完了し
た実験・製薬等のスペースにかかる新設
工事（官工事・民間工事、建物の新築・
改修を問わない）における設計施工業務
で、次の実績を有すること。
 建物用途 ＧＭＰ準拠施設
 構造種別 鉄骨造 鉄筋コンクリー
ト造、又は鉄骨鉄筋コンクリート造

５）施工企業の資格 ２以上の施工企業が参
画する場合は、いずれかが下記の要件を満
たし、施工企業全体で下記の全ての要件を
満たすこと。また、代表企業は下記の施工
実績を有すること。
 文部科学省において建築一式工事の一
般競争参加者の資格（会社更生法に基づ
き更生手続開始の申立てをした者又は民
事再生法に基づき再生手続開始の申立て
をした者にあっては、手続開始の決定を
受けた後に審査を受けた一般競争参加者
の資格をいう。）を有し、「一般競争参加者
の資格」（平成13年１月６日 文部科学大
臣決定）第１章第４条で定めるところに
より算定した点数（一般競争（指名競争）
参加資格認定通知書の記２の点数）が
1200点以上であること。
 平成20年度以降に、元請として完成、
引渡しが完了した新築工事（官工事・民
間工事を問わない）で、次の施工及び工

事監理実績を有すること。（共同企業体の
構成員としての実績は、出資比率が20％
以上の場合のものに限る。）
 建物用途 ＧＭＰ準拠施設（ＧＭＰ
準拠施設の場合はＧＭＰ準拠施設への
改修工事でも可）又は研究施設、病院
（診療所除く）
 構造種別 鉄骨造、鉄筋コンクリー
ト造、又は鉄骨鉄筋コンクリート造
 階数 ２階（層）建て以上（地下階
の有無は問わない）
 施工面積 延べ面積1000以上
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